
 1

議会運営委員会  

     

日 時   令和３年６月２４日（木）午後  時  分～ 

    場 所   全員協議会室 

 

 

１ 追加議案について 

（１）第４号議案 一般会計補正予算（第３号） 

 

２ 人事議案について 

（１）第５号議案 教育委員会委員の任命について 

 

３ 意見書案について 

（１）選択的夫婦別姓制度の法制化に向けた積極的な議論を求める意見書案【別紙№１】 

   ○発議者 

 

４ ６月議会最終日（６月２５日）日程等について 

（１）会議予定（午前10時～） 

①本会議（追加議案［一般会計補正予算］の提案理由説明、付託等） 

②環境市民厚生常任委員会・産業建設常任委員会（付託議案審査～表決） 

 総務文教常任委員会（委員長報告確認） 

③環境市民厚生常任委員会・産業建設常任委員会（委員長報告確認） 

（議運事前調整） 

④議会運営委員会 

（会派会議） 

⑤本会議（委員長報告～表決、人事議案の提案理由説明～表決、休会） 

⑥議長記者会見、広報部会・広聴部会 

【裏面に続く】 
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（２）議事日程 

（諸報告） 

第１ 第４号議案（提案理由説明、質疑、付託）  ◎付託表は議場へ持参 

＜休憩＞ 

第２ 報告第１号から報告第３号及び第１号議案から第４号議案 

（委員長報告～表決） 

  第３ 第５号議案（提案理由説明、質疑、表決） 

  第４ 意見書案について（質疑、討論、表決） 

  第５ 決算特別委員会の設置について 

〇議事終了後、全国市議会議長会表彰伝達 

（被表彰者）議員１０年表彰：福井議長、小松議員、齊藤議員 

        理事感謝状：齊藤議員 

≪議事日程第３の順序≫ 

①提案理由説明   ⇒ 市長 

②質 疑      ⇒ あり 

③委員会付託、討論 ⇒ 省略 

（先例・申合せ85）人事案件、意見書案及び決議案は、委員会付託を省略するのが例である。 

（先例・申合せ96）人事議案は討論を省略するのが例である。 

④表 決 

（３）討論通告期限  ２４日(木) 午後４時まで 

※ただし、第４号議案 一般会計補正予算（第３号）は、２５日（金）委員会審査終了時 
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５ 決算特別委員会の設置について 

（１）構成 

○議長、監査委員を除く２２人 

（２）所管事項 

  ○令和２年度各会計決算に関する事項 

（３）審査期限 

  ○審査が終了するまで（９月議会議決まで） 

（４）休会中の調査 

  ○事務事業評価対象事業の選定、論点整理等（各分科会で抽出）、事前勉強会 

 

６ ９月議会日程について【別紙№２】 

 

７ その他 

（１）各委員会等の日程 

桂川・支川対策特別委員会     ６月２９日（火） 10:00 ～ 

産業建設常任委員会（行政視察）  ７月 ５日（月） ※日吉町森林組合（南丹市） 

   総務文教常任委員会（管内視察）  ７月１２日（月）、１３日（火）、１６日（金） 

   環境市民厚生常任委員会・決算分科会 ７月２１日（水） 10:00 ～ 

公共交通対策特別委員会      ７月２６日（月） 13:30 ～ 

   総務文教常任委員会・決算分科会  ７月２７日（火） 10:00 ～ 

産業建設常任委員会・決算分科会  ７月２７日（火） 10:00 ～ 

（２）議会運営委員会（議会活性化の検討等） ７月  日（ ）   :   ～ 

（参考） 政策研究会      ７月 ６日（火） 10:00 ～ 

議員団研修会     ７月２０日（火） 10:00 ～ 





修正後 
選択的夫婦別姓制度の法制化について深い議論を求める意見書（案） 

 
 
 ２０１８年２月に内閣府が公表した世論調査では、夫婦同姓も夫婦別姓も選

べる選択的夫婦別姓制度の導入に賛成と答えた国民は４２．５％となり、反対の

２９．３％を上回っています。 
また、同年３月２０日の衆議院法務委員会において、夫婦同姓を義務づけてい

る国は、世界で日本だけであることを法務省が答弁しました。男女同権の理念に

則り、２００３年から日本政府に対して改善勧告を続けてきた国連女性差別撤

廃委員会は、２０１６年３月の第７回及び第８回報告に対する最終見解におい

て、改めて「女性が婚姻前の姓を保持できるよう夫婦の氏の選択に関する法規定

を改正すること」を求めています。 
最高裁判所は２０１５年１２月１６日に続き、２０２１年６月２３日にも、夫

婦同姓規定を合憲とする一方、「選択肢が設けられていないことの不合理」につ

いては裁判で見出すことは困難とした上で、「国会で論ぜられ、判断されるべき

事柄にほかならない」と、民法の見直しを国会に委ねましたが、十分に進んでい

ません。  
国民の間には、家制度への考え方や家族観による意見の違いはありますが、選

択的夫婦別姓制度は夫婦同姓を選ぶ人の権利も保障しています。国民それぞれ

の思いを叶える選択肢が必要です。家族のあり方が多様化する今、最高裁判決の

趣旨を踏まえて国民的議論を進め、適切な法的選択肢を用意することは、国会及

び政府の責務であると考えます。  
よって、国会及び政府におかれては、選択的夫婦別姓制度の法制化について深

い議論を進められることを求めます。 
 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 
令和３年６月２５日 

 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

総務大臣 

法務大臣 

亀岡市議会議長 福井 英昭 

宛 




